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事業所運営の基本の取組について

〇虐待防止措置について

〇身体拘束等の適正化について

〇非常災害対策について  

〇衛生管理等について

〇業務継続計画の策定等について

〇安全計画の策定等について
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虐待防止措置について
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（虐待等の禁止）
第四十五条 指定児童発達支援事業所の従業者は、障害児に対し、児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二
号）第二条各号に掲げる行為その他当該障害児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。

２ 指定児童発達支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
一 当該指定児童発達支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う
ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

二 当該指定児童発達支援事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
三 前二号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第45条
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第45条
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第45条

〇障害児相談支援 ： 児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準第28条の２
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委員会の定期開催

・少なくとも１年に１回の開催と検討

結果の周知。

・多職種による組織的な検討体制。

研修の実施

・全職員を対象とした年1回以上の

研修。採用時研修の徹底。

担当者の配置

・委員会、研修を適切に実施する

ための担当者の設置

基準省令から求められる内容
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虐待防止委員会とは（その１）

●設置 及び 運営

・第三者の参加がしやすいようにすること。
→利用者やその家族、専門的知見のある外部の第三者等

・事業所単位でなく、法人単位での開催も可能。
→委員会の開催に必要となる人数については事業所の管理者や虐待防止担当者が参画していれば最低人数を問わない。

・委員会での検討結果を従業者に周知徹底すること。

・少なくとも１年に１回の開催が必要。
※なお、身体拘束適正化検討委員会と一体的に設置・運営が可能。
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虐待防止委員会とは（その２）

●委員会の役割

・虐待防止のための計画づくり

→虐待防止の研修や、虐待が起こりやすい職場環境の確認と改善、ストレス要因が高い労働条件の確認と見直し、マニュアルやチェックリストの作成

と実施、掲示物等による普及・啓発活動の実施計画づくりです。

・虐待防止のチェックとモニタリング

→虐待防止の取組の実施プロセスです。委員会によって虐待が起こりやすい職場環境の確認を行い、また各職員が定期的に自己点検し、その結果

を虐待防止担当者（サービス管理責任者等）が集計し虐待防止委員会に報告します。また、児童発達支援管理責任者においては、利用者の個別支

援計画の作成過程で確認された個々の支援体制の状況（課題）等も踏まえながら、現場で抱えている課題を委員会に伝達します。併せて、発生し

た事故（不適切な対応事例も含む）状況、苦情相談の内容、職員のストレスマネジメントの状況についても報告します。

・虐待（不適切な対応事例）発生後の検証と再発防止策の検討

→虐待やその疑いが生じた場合、行政の事実確認を踏まえて障害者福祉施設等としても事案を検証の上、再発防止策を検討し、実行に移していくこ

ととなります。
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虐待防止委員会（その３）

●委員会における具体的な対応

ア 虐待(不適切な対応事例も含む)が発生した場合、当該事案について報告するための様式を整備。

イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録し、アの様式に従い、虐待について報告する。

ウ 虐待防止委員会において、イにより報告された事例を集計し、分析する。

エ 事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、虐待の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事
例の再発防止策を検討する。

オ 労働環境・条件について確認するための様式を整備、様式に従い作成された内容を集計、報告、分析。

カ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底する。

キ 再発防止策を講じた後に、その効果について検証する。
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虐待防止についての研修

●研修の目的

→虐待防止の基礎的内容等適切な知識を普及・啓発する。

●研修に当たって重要なこと

→虐待防止委員会が作成した研修プログラムを実施し、定期的な研修を実施(年1回以上)するとともに、新規採用時には必ず虐待防止の

研修を実施すること。

●研修の実施方法

→研修の実施は、施設内で行う職員研修及び協議会又は基幹相談支援センター等が実施する研修に事業所が参加した場合でも差し支えない。

※研修の実施内容については記録すること。また、参加できなかった従業者に対する伝達研修の実施に努めること。

●考えられる研修の種類
① 管理職を含めた職員全体を対象にした虐待防止や人権意識を高めるための研修
② 職員のメンタルヘルスのための研修
③ 障害特性を理解し適切に支援が出来るような知識と技術を獲得するための研修
④ 事例検討
⑤ 利用者や家族等を対象にした研修 6



身体拘束等の適正化について
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（身体拘束等の禁止）
第四十四条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、障害児又は他の障害児の生命又は身体
を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他障害児の行動を制限する行為（以下この条において
「身体拘束等」という。）を行ってはならない。

２ 指定児童発達支援事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の障害児の心身の状
況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。

３ 指定児童発達支援事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
一 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）
を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

二 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
三 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第44条
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第44条
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第44条
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基準省令から求められる内容

委員会の設置 指針の整備

・身体拘束等の適正化のための

指針を整備。

研修の実施

・全職員を対象とした年1回以上の

研修。採用時研修の徹底。

・少なくとも１年に１回の開催と検討

結果の周知。

・多職種による組織的な検討体制。

必要事項の記録

・やむを得ず身体拘束等を行う場合

の態様、時間、緊急やむを得ない

理由等を記録する。
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身体拘束等の禁止について

●原則として

→支援の提供に当たっては、障害児又は他の障害児の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を

行ってはならない。

●やむを得ない理由
→切迫性、非代替性、一時性の３つの要件すべてを満たす場合。

●やむを得ず身体拘束等を実施した場合の記録

→その態様及び時間、その際の障害児の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

また、切迫性、非代替性、一時性の３つの要件全てを満たし、かつ、組織としてそれらの要件の確認等の手続を行った旨を記録しな

ければならない。
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身体拘束適正化検討委員会とは（その１）

●設置 及び 運営

・事業所に従事する幅広い職種により構成する。

・専任の身体拘束等の適正化対応策を担当する者を決めておくことが必要。

・第三者の活用に努める。
→医師（精神科専門医等）、看護職員等の活用が考えられる。

・事業所単位でなく、法人単位での開催も可能。

・虐待防止委員会と一体的に設置及び運営することも差し支えない。
※虐待防止委員会において、身体拘束等の適正化について検討する場合も含む。

・委員会での検討結果を従業者に周知徹底すること。

・少なくとも１年に１回の開催が必要。
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身体拘束適正化検討委員会とは（その２）

●委員会における具体的な対応

ア 身体拘束等について報告するための様式を整備すること。

イ 従業者は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、アの様式に従い、身体拘束等に

ついて報告すること。

ウ 身体拘束適正化検討委員会において、イにより報告された事例を集計し、分析すること。なお、イにより報告

された事例がない場合にも、身体拘束等の未然防止の観点から、障害児に対する支援の状況等を確認するこ

とが必要である。

エ 事例の分析に当たっては、身体拘束等の発生時の状況等を分析し、身体拘束等の発生原因、結果等をとり

まとめ、当該事例の適正性と廃止に向けた方策を検討すること。

オ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。

カ 廃止に向けた方策を講じた後に、その効果について検証すること。
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身体拘束等の適正化のための指針に盛り込む内容の例

ア 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

イ 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

ウ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

エ 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針

オ 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針

カ 障害児又はその家族等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

キ その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針
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身体拘束等の適正化のための研修

●研修の目的

→身体拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、事業所における指針に基づき、適正化の徹底を

図る。

●研修に当たって重要なこと

→指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修を実施(年1回以上)するとともに、新規採用時には必ず身体拘束等の

適正化の研修を実施すること

●研修の実施方法

→研修の実施に当たっては、事業所内で行う職員研修で差し支えなく、他の研修と一体的に実施する場合や他の研修プログラム

において身体拘束等の適正化について取り扱う場合、例えば、虐待防止に関する研修において身体拘束等の適正化について

取り扱う場合は、身体拘束等の適正化のための研修を実施しているものとみなして差し支えない。
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非常災害対策について

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（非常災害対策）
第四十条 指定児童発達支援事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する
具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければな
らない。

２ 指定児童発達支援事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。

３ 指定児童発達支援事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければ
ならない。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第40条
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第40条
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第40条
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基準省令から求められる内容

設備の導入・維持

・法令に準拠した消火設備や非常

災害に際して必要な設備。

具体的計画の策定

・非常災害に関する具体的計画

の策定と従業者への周知。

通報体制の整備

・非常災害時の関係機関への通

報及び連絡体制の整備と従

業者への周知。

計画周知と訓練

・地域住民や消防関係者と連携し

た避難訓練を定期実施。
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消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

基準省令第40条第１項に規定する「消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備」とは、

消防法(昭和23年法律第186号)その他法令等に規定された設備を示し

ており、それらの設備を確実に設置しなければならない。

と、当該基準省令の解釈通知により示されている。
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非常災害対策に関する具体的計画の整備

〇「非常災害に関する具体的計画」とは

非常災害計画は、火災、地震、水害、土砂災害などの緊急時に、利用者や職員の生命を守るため、

事前に避難場所、経路、誘導方法、防災体制を定める計画をいう。また、利用者や職員の安全が

確保できる実効性のあるものとし、計画の内容は職員間で十分共有すること。

〇計画に盛り込む項目の例
・障害者支援施設等の立地条件（地形 等）

・災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認等）

・災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、職員 等）

・避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報発令」時 等）

・避難場所（市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース 等）

・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間 等）

・避難方法（利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩等） 等）

・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数 等）

・関係機関との連携体制
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非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制の整備

●関係機関への通報及び連絡体制の整備の目的

→災害発生時、迅速な救助や適切な支援要請が行えるよう消防、警察、市町村、防災対象部署などの行政関係機関、また、利用者

家族や職員、相談支援事業所や協力事業所等の連絡先を一覧にすることで、速やかな情報共有ができるようにすること。

また、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制づくりを求める

こととしたものである。

●連絡体制の整備において重要なこと

→関係機関・利用者家族・職員間の連絡が滞りなく行えるよう具体的な手順や役割等を明文化し、職員に周知して運用できる状

態にしておきましょう。

Point!

・火災の場合、地震の場合など、状況に応じた具体的手順が定められていると安心です。

・必要な相手へ各日に情報が伝わる仕組みを作ることを心がけましょう。
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非常災害に備えるための避難、救出その他必要な訓練

●訓練の目的

→利用者の生命・身体の安全を確保し、職員が適正に行動できるようようにするため、定期的に避難、救出その他の訓練を実

施しなければならい。

●訓練に当たって重要なこと

→訓練には、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることが必要であり、そのためには、日頃から地域住民との密接

な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得られる体制づくりに努めること。

また、訓練の実施に当たっては、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。

Point!

・避難訓練は地震や家事、風水害など非常災害の内容を明確にした上で、それぞれの災害に対する訓練を行う

とで、課題を洗い出し、実効性のある計画としましょう。
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衛生管理等について
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（衛生管理等）
第四十一条 指定児童発達支援事業者は、障害児の使用する設備及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛
生上必要な措置を講ずるとともに、健康管理等に必要となる機械器具等の管理を適正に行わなければならない。

２ 指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、
次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
一 当該指定児童発達支援事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知
徹底を図ること。

二 当該指定児童発達支援事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
三 当該指定児童発達支援事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施すること。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第41条
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第41条
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第41条

〇障害児相談支援 ： 児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準第22条
20



衛生管理等の目的と留意点

●目的
事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理に努めるべきであり、特に従業者が感染源になることを予防し、

また従業者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備や使い捨ての手袋等感染を予防するための備品
等を備えるなど対策を講じること。

●留意点
・指定児童発達支援事業者は、感染症又は食中毒の発生及びまん延を防止するための措置等について、必要に応じ

保健所の助言、指導を求めるとともに、密接な連携を保つこと。

・特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、その発生及びまん延を防
止するため の措置について、別途通知等が発出されているので、これにも基づき適切な措置を講じること。

・空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。
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「感染症」又は「食中毒」の発生及びまん延を防止する措置の取扱い

委員会の設置 指針の整備

・平常時の対策と発生時の対応

を規定した指針を整備。

研修の実施

・全職員を対象とした年２回以上の

研修。採用時研修の徹底。

・おおむね３月に１回以上の開催と結

果の周知。

・多職種による組織的な検討体制。

訓練の実施

・感染症発生時に迅速に行動できる

よう、演習などを実施。

・年２回以上の実施。
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感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会とは
（その１）

●設置 及び 運営

・施設長(管理者)、児発管、医師、看護職員、児童指導員、第三者等の幅広い職種により構成する。

・専任の感染対策担当者を決めておくことが必要。
→感染対策担当者は看護師等専門職であることが望ましい。

・委員会での検討結果を従業者に周知徹底すること。

・おおむね３カ月に１回以上の開催するとともに、感染症流行時期等を勘案して必要に応じた随時開
催が必要。
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感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会とは
（その２）

●活動内容

・施設の感染課題を明確にし、感染対策の方針・計画を定める。

・感染予防に関する決定事項や具体的対策を施設全体に周知する。

・施設における感染に関する問題を把握し、問題意識を共有・解決する。

・利用者・職員の健康状態を把握する。

・感染症が発生した場合、適切に対処するとともに、感染対策及び感染拡大防止の指揮を執る。

・その他、感染関連の検討が必要な場合に、対処する。
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「感染症」及び「食中毒」の予防及びまん延防止のための指針に規定する内容

〇平常時の対策として
・環境の整備、排泄物の処理などの事業所内の衛生管理
・日常の支援にかかる感染対策
→例として、排泄物(便)などに触れるとき、傷や創傷皮膚に触れるときどのようにするかなどの取り決め 等

・手洗いの基本
・早期発見のための日常の観察項目

等が考えられる。

〇発生時の対応として
・発生状況の把握
・感染拡大の防止
・医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携
・医療処置、行政への報告

等が考えられる。

〇その他必要と考えられる事項として
・発生時における「事業所内の連絡体制」及び「関係機関への連絡体制」の整備

当該指針においては、「平常時の対策」と「発生時の対応」を規定する。
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「研修」 と 「訓練」

〇感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修

感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底
や衛生的な支援の励行を行うもの。

※研修の実施は、厚生労働省「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」等を活用するなど、指定児童発達支援事業所内で行うものでも差し支えなく、

当該指定児童発達支援事業所の実態に応じ行うこと。

Point!
・指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育(年2回以上)を開催するとともに、新規採用時には必ず感染対策研修を実施することが重要。
・調理や清掃などの業務を委託する場合には、委託を受けて行う者に対しても、指定児童発達支援事業所の指針が周知されるようにする必要がある。
・研修の実施内容についても記録することが必要

〇感染症の予防及びまん延の防止のための訓練

訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、
指定児童発達支援事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上での支援の演習などを実施するもの。

Point!
・平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練(シミュレーション)を定期的(年2回以上)に行うことが必要。
・訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。
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業務継続計画の策定等について

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（業務継続計画の策定等）
第三十八条の二 指定児童発達支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定児童発達支援の
提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい
う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的
に実施しなければならない。

３ 指定児童発達支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと
する。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第38条の２
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第38条の２
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第38条の２

〇障害児相談支援 ： 児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準第20条の２
27



業務継続計画（BCP）とは

業務継続計画（ＢＣＰ）とは、

「平常時の対応」「緊急時の対応」の検討を通して、

①事業活動の落ち込みを小さくし、

②復旧に要する時間を短くすること

を目的に作成された計画書を言う。

BCP とは 「Business Continuity Plan」 の略称で、日本語では「業務継続計画」等と訳されます。

新型コロナウイルス等感染症や大地震などの災害が発生すると、通常通りに業務を実施することが困難になります。まず、業務を

中断させないように準備するとともに、中断した場合でも優先業務を実施するため、あらかじめ検討した方策を計画書としてまと

めておくことが重要です。

BCP の定義として、感染症及び災害等が発生した後に速やかに復旧させることが重要ですが、その前に「重要な事業を中断させ

ない」という点があげられます。
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基準省令から求められる内容

計画の策定と実施

・感染症と災害、それぞれの状況を

想定した2種類のBCPを策定。

・策定した計画に従い、必要な措置

を講じる。

周知・研修

・策定した計画を全従業者に

周知し、年1回以上の定期研

修を実施。

訓練の実施

・計画を実効性のあるものに

するため、年1回以上の訓練

を行う。

定期的な見直し

・定期的に見直しを行い、必要

に応じて計画を変更する。
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「自然災害」に係る業務継続計画

〇 BCPに記載する項目

・平常時の対応
→建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等

・緊急時の対応
→業務継続計画発動基準、対応体制等

・他施設及び地域との連携

〇 BCP作成のポイント

・正確な情報集約と判断ができる体制を構築
→災害発生時の迅速な対応には、平時と緊急時の情報収集・共有体制や、情報伝達フロー等の構築がポイント。事前に全体の意思決定者
を決めておくこと、各業務の担当者を決めておくこと（誰が、何をするか）、関係者の連絡先、連絡フローの整理が重要。

・「事前の対策（今何をしておくか）」と「被災時の対策（どう行動するか）」に分けて、同時にその対策を準備
→事前の対策・・・・設備や機器等の耐震固定 、 浸水による危険性の確認 、 インフラが停止した場合のバックアップ
→被災時の対策・・・⼈命安全のルール策定と徹底、事業復旧に向けたルール策定と徹底、初動対応（利⽤者と職員の安否確認や安全確保、建

物と設備の被害点検、職員の参集 ）

・業務の優先順位の整理
→限られた職員・設備でサービス提供を継続する必要があることも想定される。そのため、可能な限り通常通りのサービス提供を⾏うこ

とを念頭に、職員の出勤状況、被災状況に応じて対応できるよう、業務の優先順位を整理しておくことが重要。

・計画を実⾏できるよう普段からの周知・研修、訓練
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「感染症」に係る業務継続計画

〇 BCPに記載する項目

・平時からの備え
→体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等

・初動対応

・感染拡大防止体制の確立
→保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等

〇 BCP作成のポイント

・事業所内を含めた関係者との情報共有と役割分担、判断ができる体制の構築
→感染者（感染疑い者）発生時の迅速な対応には、平時と緊急時の情報収集・共有体制や、情報伝達フロー等の構築がポイント。事前に全体の意思決定者を決めておくこと、

各業務の担当者を決めておくこと（誰が、何をするか）、関係者の連絡先、連絡フローの整理が重要。

・感染者（感染疑い者）が発生した場合の対応
→感染者（感染疑い者）が発生した場合でも、利用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要。そのため、感染者（感染疑い者）発生時の対応につい

て整理し、平時からシミュレーションを行うことが有用。

・職員確保
→職員が感染者や濃厚接触者となること等により職員が不足する場合がある。濃厚接触者とその他の利用者の支援等を行うに当たっては、可能な限り担当職員を分けるこ

とが望ましいが、職員が不足した場合、こうした対応が困難となり交差感染のリスクが高まることから、適切な支援の提供だけではなく、感染対策の観点からも職員
の確保は重要。そのため、事業所内・法人内における職員確保体制の検討、関係団体や都道府県等への早めの応援依頼を行うことが重要。

・業務の優先順位の整理
→限られた職員でサービス提供を継続する必要があることも想定される。そのため、可能な限り通常通りのサービス提供を行うことを念頭に、職員の出勤状況に応じて優先

度が高い業務から優先して行っていけるように、業務の優先順位を整理しておくことが重要。

・計画を実⾏できるよう普段からの周知・研修、訓練
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業務継続計画に係る 「研修」 と 「訓練」

〇 研修について

研修の内容は、業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応
にかかる理解の励行（厳格に実行）を行うもの。

Point!
・定期的(年1回以上)な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。
・研修の実施内容についても記録すること。
・感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支え

ない。

〇 訓練について

訓練(シミュレーション)においては、感染症や自然災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計
画に基づき、指定児童発達支援事業所内の役割分担の確認、感染症や自然災害が発生した場合に実践する支援の演
習等を定期的(年1回以上)に実施するもの。

Point!
・感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支え

ない。
・訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施するこ

とが適切である。 32



業務継続計画の見直しと必要に応じた変更

●課題の確認

・最新の動向を把握し、訓練等を実施することで、課題を洗いだす。

●定期的な見直し

・定期的にBCPを見直し、更新（変更）する。

・最新の知見等を踏まえ、定期的に見直すことも重要。

・ハザードマップ類は⾒直しが⾏われることがあるので、定期的に確認し変更されていれば

差し替えることも必要である。
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安全計画の策定等について
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（障害児通所支援事業基準省令）

（安全計画の策定等）
第四十条の二 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保を図るため、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発達支援
事業所の設備の安全点検、従業者、障害児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた指定児童発達支援事業所での生活その他の
日常生活における安全に関する指導、従業者の研修及び訓練その他指定児童発達支援事業所における安全に関する事項についての計
画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな
らない。

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保に関して通所給付決定保護者との連携が図られるよう、通所給付決定保護者に対し、
安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 指定児童発達支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

対象サービスとその規定
〇児童発達支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第40条の２
〇放課後等デイサービス ： 障害児通所支援事業基準省令第71条で準用する第40条の２
〇保育所等訪問支援 ： 障害児通所支援事業基準省令第79条で準用する第40条の２
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基準省令から求められる内容

計画の策定と実施

・児童の安全の確保を図るために安

全計画を策定し、必要な措置を講

じる。

周知、研修・訓練

・策定した計画を従業者に周知

するとともに、研修と訓練を

定期研修に実施。

定期的な見直し

・定期的に見直しを行い、必要に

応じて計画を変更する。

保護者連携のための取り
組み内容の周知

・児童の安全確保について保護

者と連携が図れるよう、計画

に基づく取組の内容につい

て周知。
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安全計画とは

安全計画とは、危機管理や事故防止の取組等、障害児の安全の確保を図るため、

各年度において、

・事業所等の設備の安全点検

・事業所外での活動等を含めた事業所での生活等における安全に関する指導

・従業者の研修及び訓練の定期的な実施

・保護者へ安全計画に基づく取組の内容等についての周知

等、各事業所に適した形で、安全確保に関する取組を計画的に実施するため、年間スケジュールを

策定することを言う。

Point!

・事業所における日常の支援や活動の中で発生し得る事故等のリスクを把握し、予防・訓練・点検等を計

画的に実施するための計画であり、日常の事故防止等を含めた総合的な安全確保の仕組みです。
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安全計画の具体的な対応

・ 事業所等の設備（備品、遊具、防火設備、避難経路等）や、散歩コースや公園など定期的に利用する場所も含
めた事業所等内の安全点検

・ 通常の支援の場面、リスクが高い場面（例：午睡、食事、水遊び、移動、送迎、事業所外活動時等）、緊急対応が
必要な場面（災害、不審者の侵入、火事等）における役割分担や留意点を明確にしたマニュアルの策定・共有

・ こどもに対する安全対策の周知（事業所等の生活における安全、災害や事故発生時の対応、交通安全等）

・ 保護者に対する説明・情報共有（安全計画や安全に関する取組の説明・共有等）

・ 従業者の研修・訓練（地震・火災・地域特性に応じた様々な災害を想定した避難訓練、救急対応の実技講習、
不審者の侵入を想定した実践的な訓練、事故予防に関する研修の受講等）

・ 再発防止策の徹底（ヒヤリ・ハット事例の収集・分析・対策や従業者間での共有等）

・ その他の安全確保に向けた取組（地域住民や地域の関係者・関係機関と連携した取組、登降園システムを活
用した安全管理等）
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安全点検

●事業所等の設備等の安全点検
→安全計画やマニュアルの策定時のみならず、少なくとも毎学期１回（年３回）以上の頻度で定期的に点検を行

うことが重要である。安全点検の際には、事前に、活動や事業所等の状況に応じたチェックリストを活用し、

一人ではなく複数名で点検することが望ましい。

安全点検の結果、危険箇所が見つかった場合には、すぐに対策について話し合い、改善策を講じるとともに、

日頃から、事業所等や活動の中で、安全が確保されるよう環境整備を進めることも必要である。

Point!
・日頃から事業所内の整理整頓に努め、児童の活動の場から危険を取り除くことにも努めましょう。
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マニュアルの策定・共有

●マニュアルの策定・共有

→活動や事業所等の状況に応じ、リスクが高い場面（例：午睡、食事、水遊び、移動、送迎、事業所外活動等）、緊

急対応が必要な場面（災害、火事や事故、不審者の侵入等）の各場面に応じた、役割分担や留意点を明確にし

た安全管理に関するマニュアルを作成し、従業者に周知徹底する。

Point!

・事業所によって活動内容、場所・環境等は様々であるため、まずは事業所等の活動内容や１日・年間のスケジ

ュール、場所・環境を振り返り、話し合い、それぞれの場面に、どのような危険があるかなどについて、事業所

等で話し合い、全従業者で共通認識を図りましょう。

その上で、活動の場所や内容を踏まえ、各場面に応じて、事故の発生防止に取り組むことが重要です。
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安全に関する指導

●こどもに対する安全対策の周知

→こどもの特性や発達に応じた方法により、こども自身が安全や危険を認識しやすいようにするとともに、災害

や事故発生時の約束事や行動の仕方について伝えることが重要である。

●保護者に対する説明・情報共有

→障害児の安全の確保に関して連携が図られるよう、事業所内設備や各活動場面における事故のリスクや、事

故発生時の対応を含む事業所等の安全管理について、説明することが重要である。

●従業者の研修・訓練

→平時から安全計画やマニュアルの内容等の確認や、実践につながる訓練等の実施を行うこと。例えば、読み合

わせをする、指差し確認をする、ロールプレイング等の実践的な研修や訓練を行うなどといった取組が重要

である。
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●地域住民や地域の関係者・関係機関との連携

→事故発生時の協力体制や連絡体制を整えるとともに、関係づくりに日頃から努める必要がある。行方不明時

の捜索、災害時の協力等、地域の人など従業者以外の力を借り、こどもの安全を守る必要が生じる場合もあ

ることから、常日頃から地域とのコミュニケーションを積極的にとる。あわせて、いざというときの協力・援助

の依頼についても検討しておくことが重要である。

●障害特性と個々のこどもの理解

・それぞれのこどもの障害特性、発達、興味関心等を理解することは、危険の予測や事故の防止につながるた

め、安全上で注意すべき点は把握し、事業所で共有することが重要である。例えば、アレルギーに関してや、

てんかん発作のあるこども、転びやすい、突然走りだす、口に異物をいれる等の個々のこどもの理解に努め、

従業者で漏れなく共有し、引き継ぐことが重要である。

その他の安全確保に向けた取組
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次ページからは、令和６年７月４日にこども家庭庁より通知された「障害児支援における安全管理について」の別紙１「障害児支援の安全管理に関するガ
イドライン」にて示された“安全計画”と“安全管理のチェックリスト”の参考例を紹介いたします。

なお、当該ガイドラインでは特に重大事故が発生しやすい場面ごとの注意点や、事故が発生した場合の具体的な対応方法等を盛り込まれた内容となって
います。そのため、こども家庭庁のホームページから当該資料を取得し、必ずご確認いただくようお願いいたします。

以下のQRコードから、
「障害児支援における安全管理について」を
取得可能です。
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安全計画の作成の例（その１）

◎安全点検

（１）施設・設備・園外環境（散歩コースや緊急避難

先等）の安全点検

（２）マニュアルの策定・共有
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安全計画の作成の例（その２）

◎児童・保護者に対する安全指導等

（１）児童への安全指導（施設の生活における安全、

災害や事故発生時の対応、交通安全等）

（２）保護者への説明・共有
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安全計画の作成の例（その３）

◎訓練・研修（1/2）

（１）訓練のテーマ・取組

（２）訓練の参加予定者（全員参加を除く。）
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安全計画の作成の例（その４）

◎訓練・研修（2/2）

（３）職員への研修・講習（園内実施・外部実施を明

記）

（４）行政等が実施する訓練・講習スケジュール

※所属する自治体・関係団体等が実施する各種訓練・講
習スケジュールについて参加目途にかかわらずメモす
る

◎再発防止策の徹底
（ヒヤリ・ハット事例の収集・分析及び対策とその共有の

方法等）

◎その他の安全確保に向けた取組
（地域住民や地域の関係者と連携した取組、登降園管

理システムを活用した安全管理等）
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安全管理のチェックリストの例
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